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第２章　災害応急対策計画

第１節　火山噴火降灰応急対策　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・健康福祉課・産業観光課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
降灰による被害が発生した場合に、防災関係機関及び県などの協力を得て、迅速な災害応急対策を実施するための体制等の整備推進を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　火山降灰に関する情報の発信

気象庁が村内を対象として降灰予報を発表したとき、もしくは町内に降灰があったときは、県と協力しし、降灰分布を把握するとともに、熊谷地方気象台等から降灰に関する風向き・風速情報を取得し、報道機関等の協力を得て、降灰状況を町民等へ周知する。

１　噴火警報・予報

２　火山の状況に関する解説情報

３　噴火に関する火山観測報

４　火山に関するお知らせ

第２　降灰に関する被害情報の伝達

町は、下記に示す降灰に関する情報（降灰及び被害の状況）を調査し、災害オペレーション支援システム等により県に伝達する。
　１　降灰の有無・堆積の状況

　２　時刻・降灰の強さ

　３　構成粒子の大きさ

　４　構成粒子の種類・特徴等

　５　堆積物の採取

　６　写真撮影

　７　降灰量・降灰の厚さ

第３　降灰に伴い取るべき行動の周知

町は、下記に示すような降灰時にとるべき行動を、町民に発信する。
１　外出については、マスクやゴーグルの着用や傘の使用、ハンカチなどで口元を覆う等、目やのどを保護すること。

２　家屋に火山灰が入らないように窓を閉める。洗濯物は外に干さないこと。

３　自動車の運転では、多量の降灰により視界不良になるため、ライトの点灯やワイパーを使用し視界を確保すること。また、滑りやすくなるため、スリップに注意すること。

第４　避難所の開設・運営

第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第１「避難計画」を準用する。

第５　医療救護

　第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第２「救急救助・医療救護計画」を準用する。

第６　農業者への支援

１　農作物や被覆施設に火山灰が付着すると、光合成の阻害等により農作物の生育に悪影響を及ぼすため、町は、付着した火山灰をできるだけ速やかに除去するよう支援する。 

２　火山灰が多量に土壌に混入すると、土壌の理化学性を悪化させ、作物の生育に悪影響をもたらすとされている。そのため、町は県と連携して、土壌への土壌改良資材等の混和や除灰等の的確な指導を行う。

第７　降灰の処理

１　火山灰の除去は、原則として土地所有者または管理者が行う。また、民有地内の降灰の除去は、各家庭または各事業者により対応する。 

２　道路における降灰処理については、緊急輸送道路等を優先する。 

３　宅地など各家庭から排出された灰の回収は町が実施するものとし、あらかじめ各家庭が集めた灰を詰めるためのポリ袋（克灰袋）を、各家庭へ配布する。用意が間に合わない場合は、レジ袋を二重にして出す等、指定の場所への出し方を周知する。

４　各事業者から排出された灰については、一時的仮置き場までの運搬は各事業者（各施設管理者）の責任において実施する。町は、火山灰の処分場所を事前に選定しておく。

第８　広域一時滞在

町は、火山の噴火により広域避難を余儀なくされた他都道府県の住民を受け入れるものとし、その対応については、第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第１「避難計画」・７「広域一時滞在」を準用する。

第９　物価の安定、物資の安定供給

町は、食料をはじめとする生活必需品等の物価が高騰しないよう、また、事業者による買い占め、売り惜しみが生じないよう監視するとともに、必要に応じて指導等を行う。
第２節　複合災害応急対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
複合災害発生時の困難な状況で、的確な災害対応を行うため、的確な情報収集と迅速な災害応急対策を実施するための体制等の整備推進を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　情報の収集・伝達

第２編・第２章・第６節「災害情報通信計画」を準用する。

第２　道路の修復

豪雨によって地盤が緩んでいる状況で地震に見舞われた場合、崖崩れ、出水等が発生し、道路が寸断されることが予想される。
このため町は、緊急輸送道路等の重要な路線を優先し、建設業者等による道路の応急補修を実施する。

第３　避難所の再配置

単独の災害時には安全な避難所も、複合災害によって危険性が高まることが予想される。そのため町は、各避難所周辺の状況を継続的に確認し、危険が生じる兆候があった場合は、速やかに避難者を他の安全な避難所へ移動させる処置を講じつつ、避難所の再配置を行う。

第３節　広域応援応急対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
首都圏広域災害が発生した場合、県と協調し、応援活動を実施する。

実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　後方応援本部への協力
町は、首都圏広域災害発生時等に、自村の被災が軽微または被災していない場合、県が行う広域後方支援活動に協力するものとする。

第２　広域応援要員の派遣
町は、県より広域応援要員の派遣要請があった場合、特段の理由がない限り、これに協力するものとする。

第３　広域避難の支援
１　避難所の提供

町は、県から他都道府県からの避難者の受入れ協力を求められた場合、特段の理由がない限り、広域一時滞在のための避難所を提供するものとする。

■　広域避難（広域一時滞在）の流れ

　２　避難所の開設・運営

第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第１「避難計画」を準用する。

　３　自主避難者への支援

町は、指定した避難所以外に自主的に避難してきた被災者に対しても支援を行うよう努める。

第４　その他の支援
町は、県が行う被災都県のがれき処理やし尿・ごみ処理について、必要に応じて、協力する。
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